

コンサルティング契約書

　○○○○（以下「甲」という）と、××××（以下「乙」という）は、経営コンサルティング業務に関し、次の通り契約を締結する。

（１）業務の委託

　甲は、委託する業務（以下「委託業務」という）の実施を乙に委託し、乙はこれを受託する。

（２）契約の内容及び実施の細目

　委託業務の内容は、次の通りとする。

｢○○○○○○○｣

　委託業務の実施に関する細部取り扱いは、甲、乙協議の上、別に定める。

（３）契約期間

　本契約期間は、次の通りとする。

　自：２０●●年　月　日　　　　　　至：２０●●年　月　日

（４）委託業務処理

　乙は、善良なる管理者の注意をもって委託業務を処理する。

　乙は委託業務を第三者に委託し、又は請け負わせる場合には、甲の書面による許可を得なければならない。

（５）契約金額

　本契約に基づく費用は、次のとおりとする。

　○○○○
　コンサルティング料（消費税別）　別途「コンサルティング企画書」に準ずる。

（６）支払方法

　甲は、前条に定めるコンサルティング料について、乙の指定口座へ、稼働に応じた当該金額を、実施月の翌月１０日までに届いた請求書に基づき、翌月末日までに支払う。なお，振込に係る費用は甲の負担とする。

　口座：○○銀行　○○支店　普通　

（７）経費負担

　甲は、委託業務の実施に伴い発生する交通費、滞在費（宿泊費他）等については、（６）の支払方法に準じて支払う。

（８）遂行上の留意事項

　甲は、委託業務の実施にあたっては、次の事項について留意し、乙に協力する。

①甲の担当責任者を決める。

②乙の必要とする社内資料を提供する。

③甲は、その他、乙が必要とする事項に協力する。

（９）機密の保持

　乙は、委託業務の実施にともない知り得た甲の機密事項については、委託業務を実施する目的にのみ使用し、一切第三者に漏洩してはならない。

　乙は、甲の機密事項を含む資料・情報等及びその複製物を安全に管理し、委託業務終了後、甲の指示に従い廃棄又は返却するものとする。

（１０）明文のない事項

　本契約に定めのない事項、又は本契約各条項の解釈について疑義を生じたときは、甲、乙双方誠意をもって、協議のうえ決定する。

　本契約の証として本書２通を作成し、甲、乙双方記名押印のうえ、各１通を保有する。

　２０●●年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　（甲）

　　　　　　　　　　　　　　（乙）
秘密情報に関する契約書（案）

　○○○○（以下「甲」という）と、テラメディア株式会社（以下「乙」という）は、甲が乙に依頼するコンサルティングの実施（以下「コンサルティング」という）を目的に、甲から乙に提供される甲の社内情報に関し、次のとおり契約を締結する。
第１条（開  示）
甲は、コンサルティングのために、自己が保有する秘密情報（以下秘密情報という）を必要に応じて乙に開示する。

第２条（秘密情報）
本契約において秘密情報とは、口頭、文書・図面・磁気ディスクその他手段の如何を問わず甲から開示を受けた技術上、営業上の情報、及び乙がコンサルティングにより知り得た技術上・営業上の情報をいう。

第３条（秘密保持）
1．　乙は、秘密情報を秘密に保持し、甲の事前の書面による承諾を得ることなく秘密情報を第三者に開示してはならない。
2．　乙は、秘密情報を第１条の目的以外の目的に使用しないものとする。
3．　乙は、秘密情報を、第１条の目的のため開示する必要のある最小限の自己の職員とコンサルタントのみに、本契約と同等の秘密保持義務を課した上で開示することができる。

第４条（管  理）
1. 乙は、甲の事前の書面による承諾を得た場合を除き、秘密情報を複写・複製等しないものとする。
2. 乙は、秘密情報を、施錠した保管庫等秘密保持のため適切な場所に保管するものとする。

第５条（返  還）
乙は、第１条の目的を達成されたと認められるとき、または甲より請求のあったときは、秘密情報を７日以内に甲に返還若しくは甲の立会いの下で破棄するものとする。

第６条（損害賠償）
乙、または乙の職員もしくはコンサルタントが本契約の条項に違反し、甲が損害を被った場合は、乙は甲に対し、その損害の一切について賠償するものとする。

第７条（有効期間）
本契約の有効期間は本契約締結日から３年間とする。
　　　　

以上の契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名捺印の上各１通を保有する。
　２０●●年　月　日

                              甲
                              乙　
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